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梗  概 

隠れた福祉国家とされるアメリカの賃貸住宅政策の特徴の 1 つは，連邦政府，州政府，地方政府，

「民間支援住宅」供給組織等へと，委任関係が外延化している点にある。現在，「民間支援住宅」の 3

分の1を，非営利組織が所有している住宅政策の非営利組織への責任の委任は，特に 1980年代以降に

活発化したが，それは保守派の「小さな政府」による支出削減等への要求と，リベラル派の「大きな政

府」によるアフォーダブル住宅供給増等の要求とを，同時に満たそうとするものでもあった。 

ニューヨーク市で低所得層向け賃貸住宅を供給する巨大非営利組織BRCグループの事例では，通常

利用される税務申告書（単体）に加えて，財務書類（結合グループ）を組み合わせること等により，以

下の点を明らかにした。第一に，非営利組織による住宅支援は，「公営住宅」とは異なり，政府部門の

バランスシートから切り離されているが，フロー（政府補助金や租税支出等）とストック（住宅債務

等）の両面で，政府部門の関与が埋め込まれていること，第二に，非営利組織への政府部門の関与は，

住宅支援を担当するニューヨーク市の財産税軽減，補助金支援，金融支援だけでなく，連邦政府，ニュ

ーヨーク州による財政・金融面での支援も絡む，重層的なものであること，第三に，そのような財政・

金融面の支援を背景に，連邦政府，ニューヨーク州，ニューヨーク市が，非営利組織に対して独立監査

人による監査を義務付けていること，第四に，非営利組織が，営利企業によって商品化されている民

間賃貸住宅を「脱商品化」し，低所得層の居住の権利（社会権）を保障することで，「公営住宅」の代

替的機能を果たしていること，第五に，低所得層向け住宅サービスと医療サービスとを連携させよう

としていること等である。 

これらの低所得層向け賃貸住宅サービスの非営利組織等への委託は，連邦・州・地方政府の厳しい

財源制約等の中で行われており，「重度な住宅問題」を抱えている人々のニーズを必ずしも十分には

満たしきれていないでいる。 
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1. はじめに：持家住宅と賃貸住宅の国際比較 

各国の住宅政策は，経済的，社会的，政治的要因と相まって，様々な経路から住宅保有形態に影響を与

えてきた側面がある。【表 1】で住宅所有形態別に比較をするだけでも，各国でその態様は，多様である。 

 

【表1】所有関係別：住宅ストック数の国際比較 

 

 

本稿で取り上げるアメリカの特徴は，第一に，持家住宅の比率が高く（62.8％），賃貸住宅の比率が低いこ

と（37.2％），第二に，賃貸住宅の中では，民間賃貸住宅の比率が高く（32.5％），公的賃貸住宅の比率が低い

こと（4.7％），第三に，公営住宅（公的賃貸住宅Ⅰ）の比率が著しく低いこと（1.7％）等が指摘できる1)。 

従来のアメリカ住宅政策の研究では，持家率の高さに着目し，住宅税制や住宅金融による強力な持家支

援が寄与してきたこと等を明らかにすることに，注力が向けられてきた。その結果として，賃貸率の低さ

は，持家率の高さのコインの裏側の現象として，間接的に捉えられてきたように思われる。 

アメリカンドリームの中で重要な位置を占める持家を促進する政策自体が，中高所得層向けになってい

たため，結果として低所得層に対する賃貸政策への意識を希薄化させてきた点は否めない。しかし，アメ

リカの賃貸住宅の中で，「公的賃貸住宅Ⅰ（以下，公営住宅）」の割合の低さが，単に持家を強力に重視し

た政策を採用した帰結であるとの説明では一面的であり，アメリカの賃貸住宅の中で，「民間賃貸住宅」や

「公的賃貸住宅Ⅱ（以下，民間所有支援住宅）」の比率の高さにはどのような背景があるのか等についても，

併せて注目する必要があるように思われるのである2)。 

本稿では，あえて正面からアメリカの公的賃貸住宅そのものに焦点を当てることで，これらの歴史的・

制度的な背景やその実態の一端を明らかにしてみたい。そのための分析視角が，政府間財政関係の外延化，

公共部門の外延化と非営利組織の位置づけ，そして，ストックの所有や資金調達先の関係である。 

第一の，政府間財政関係の外延化とは，契約に基づいて政府活動の義務を委託していくような政府の「契

 
1) Kemeny（1991，2001）は，アメリカ住宅システムについて，持家率が高く住宅手当が少ないこと等を指摘しつつ，賃貸住宅市場が，政府の

管理にある部門と民間賃借住宅部門の2つに分断される「二元的住宅システム（dualist housing system）」として特徴づけている。 
2) 持家住宅と賃貸住宅のバランスは，各国の住宅システムの特徴を示す重要な指標とされる。本稿が賃貸住宅に着目するのは，賃貸住宅の所

有形態の混在が，各国の経済・政治・社会構造の相違を解明する1つの手掛かりになると考えているからである。例えば，イギリスの公的賃貸

住宅Ⅱの比率が高いのは，サッチャー政権期にそれまで大規模に提供していた公営住宅の民間への払い下げが行われたこと等を背景としてい

る。この点に関しLowe（2011）が詳しい。 

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比
32,166 61.7 74,299 62.8 14,296 63.7 16,494 45.7 16,250 57.9

18,519 35.5 43,991 37.2 8,152 36.3 19,595 54.3 10,419 37.1

14,583 28.0 38,432 32.5 4,264 19.0 － 5,812 20.7

2,814 5.4 5,559 4.7 3,888 17.3 － 4,607 16.4

公的賃貸住宅Ⅰ 1,959 3.8 2,069 1.7 1,594 7.1 － －

公的賃貸住宅Ⅱ 856 1.6 3,490 3.0 2,302 10.3 － －
52,102 100.0 118,290 100.0 22,456 100.0 36,089 100.0 28,060 100.0

※公的賃貸住宅・・・各国統計におけるいわゆる「公的賃貸住宅」の数。原則として「公的主体」が所有・管理する賃貸住宅をいう。
「公的主体」の範囲は，通常，地方公共団体，公益法人。但し，ドイツ，フランスは，組合，株式会社も含まれている。
・日　　本・・・Ⅰ＝公営住宅，Ⅱ＝都市再生機構・公社の賃貸住宅　　資料）総務省「平成25年住宅・土地統計調査」

※日本の総計には所有関係不詳を含む。日本の賃貸住宅は給与住宅も含む。
・アメリカ・・・Ⅰ＝公共住宅，Ⅱ＝連邦（家賃）助成住宅　　資料）2015 American Housing Survey

・イギリス・・・Ⅰ＝公営住宅，Ⅱ＝住宅協会　　資料）English Housing Survey Statistical data sets

・ドイツ・・・　資料）Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch Deutschland und　Internationales　2012

・フランス・・・総計にその他を含む　資料）Insee , enquête logement 2013

（資料）国土交通省（2019）平成30年度  住宅経済関連データ  https://www.mlit.go.jp/statistics/details/t-jutaku-2_tk_000002.html（2020年4月23日参照）を加工。

持家住宅

賃貸住宅

民間賃貸住宅

公的賃貸住宅

総計

日　本('13) アメリカ('15) イギリス('15) ドイツ('10) フランス('13)
（単位：千戸,％）
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約国家」化（政府内委任関係→政府出資企業→民間委託等）によって，政府の権限が及びにくい自律的・

半自律的機関への支出が含まれるようになり（主権の拡散），議会の統制が及ばないものが拡大してきてい

る現象である（権威の及ぶ範囲の曖昧化）3)。 

この点に関し，アメリカにおける福祉国家の議論ではHoward（1997）による「隠れた福祉国家（Hidden 

Welfare State）」の概念や，「アメリカでは非政府企業に広範な意思決定や責任を明示的に委任している」と

するMorgan and Louise（2011）らの「委任された福祉国家（Delegated Welfare State）4)」の概念が提示され，

議論を呼んできた。しかし，財政学の領域での従来の住宅政策の研究では，これらの議論を意識して政府

間の行財政関係や，外部への委託等の全体像を捉える作業は，必ずしも十分ではない5)。賃貸住宅は，居住

者へのサービス提供までに至る，幾重にも重なる制度構造のもとで，一つ一つ紐解くことが極めて困難な

作業だからであるものと思われる6)。本稿では，あえてそのようなブラックボックスに光を当て，連邦政

府，ニューヨーク州，ニューヨーク市，民間住宅サービス提供部門，サービスの受益者までに至る，幾重

にも重なる制度（委託・受託）関係を，紐解いてみたい。 

第二の，公共部門の外延化と非営利組織の関係に着目するのは，アメリカでの非営利組織の活動規模の

大きさに着目しているからである。アメリカでは公共部門から非営利組織への委託が増加してきたこと等

により，非営利組織の生み出す付加価値の GDP に占める比率は，1960 年の 2.2％から 2014 年には 5.4％

と，3.2ポイントも増加している7)。 

公共部門からの委託には，営利企業に対するものと非営利組織に対するものとが存在しているが，非営

利組織への委託は，営利企業への委託とはやや異なる側面を有している。その方向性をあえて単純化すれ

ば，「効率性」の観点から営利企業に委任するものと，「有効性」の観点から非営利組織に委任する方向と

して整理できるからである。それを住宅政策に適用すれば，「市場（経済）領域」で利潤原理に基づいて商

品化された住宅と「社会（コミュニティ）領域」で相互原理に基づいて脱商品化された住宅という，住宅

の持つ2面性を視野に入れた分析となる8)。 

しかし，従来の住宅研究において両者の方向性を意識したうえで住宅政策を解明する作業は，管見の限

り，多いとは言い難いように思われる9)。そこで本稿では，主として非営利組織の低所得層向け賃貸住宅サ

ービスとそのサービスを受ける居住者との関係を明らかにする。このことは，アメリカの住宅政策に関し

「州と地方の住宅プログラムを，並行している非営利住宅セクターの成長から，独立して議論することは

不可能だ」とするSchwartz（2015，p.293）の指摘を踏まえたものでもある。 

第三の，ストックの所有や資金調達先の関係に着目するのは，単年度のフローのみならず，フローの政

策の帰着先を把握することを意味している。住宅政策の特徴は，過去のフローの政策が住宅ストックとし

て存続し，現在と未来の住宅事情に影響する点にあるからである。ところが，とりわけ財政学の領域にお

 
3) 関口編（2016，6-7頁）。 
4) この議論は，Howard（1997，2007）の「隠れた福祉国家（Hidden Welfare State）」，Clemens（2006）や Johnson（2007）の「関係国家（Associational  

State）」，Mettler（2011）の「溺れた福祉国家（submerged welfare state）」などの議論の系譜を意識している。 
5) 岡田（2016，15頁）の議論は「隠れた福祉国家」の議論を踏まえつつ，「連邦や州・地方を含む政府部門は，直接的な住宅供給や管理から手

を引き，むしろ規制とベネフィットを引き換えることで，低所得者向け住宅の建設及び維持・管理を民間部門に任せている」として，全体を捉

える視座を有している。 
6) このような困難な作業を，非営利組織の全体と個別セクターの両者を意識しながら分析を試みているSalamon（1995）や，それ以前・以後の

一連の彼の業績は，アメリカの非営利組織に関する先駆的・包括的な研究である。 
7) McKeever and Dietz et al.（2016, Table1.5）より算出。これに対し，家計は6.1％（1960年），7.1％（2014年）と1ポイントの増加に過ぎない。 
8) このような視座は，宮島（1992）の政府，企業，家族，神野（1998）の政治システム，経済システム，社会システム，Pestoff（1998）の国家，

市場，コミュニティなどの視点を意識している。近年の公会計の領域における山本（2019）の整理，住宅・都市計画学での平山（2019）の視座

も，同様の視点であるように思われる。 
9) この点で祐成（2019），平山（2019）の議論は，本稿と同じ方向性にあるものと思われる。 
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いては，住宅政策をフローとフローの累積である資産・債務として，同時に論じるものは，ほとんど見受

けられない。政府部門の歳入・歳出（補助金，交付金）でみれば，住宅政策は，規模も小さく，残余的な

位置づけになりがちであることが影響を与えているものと思われる。しかし，政府・民間部門を含めたス

トック（住宅資産・住宅債務）に着目すれば，住宅は「隠れた」あるいは「埋め込まれた」福祉国家の中

核部分を構成する重要な要素となる可能性がある。本稿では，フローと同時にストック，具体的には，住

宅資産と住宅債務の両者にも着目してみたい。 

 

2. 住宅政策の政府間財政関係の外延化 

政府による賃貸住宅支援には，多様な財源ルートがある。ここでは政府間財政関係の外延化を意識して，

連邦政府，ニューヨーク州政府，ニューヨーク地方政府，ニューヨーク市で活動する非営利組織，ニュー

ヨーク市内のテナント（賃借人）までの資金の流れを意識し，連邦政府の主要な住宅プログラムに焦点を

絞って確認してみたい。 

（1）連邦政府の賃借人への支援と州・地方政府の事務 

現在，連邦都市住宅開発省（HUD）は，3 つの重要なプログラムを通じて賃貸住宅支援を提供している10)。

「公営住宅（Conventional public housing）」，「民間所有支援住宅（Privately owned assisted housing）」，「住宅選

択バウチャー（Section 8 Housing Choice Voucher）」の3つである11)。これらのプログラムで，連邦政府の補

助金は，概ね「低所得者の家計にとって手頃な家賃（月収の 30％に設定）」と，「住宅やアパートの実際の

家賃」の違いをカバーしている。これらの制度は，1937年の米国住宅法に基づいて公営住宅が開始された

ことに始まり，歴史的に変遷を遂げてきた12)。 

第一段階は，1937年から 1960年代にかけてである。この時期は，「公営住宅」が唯一利用可能な形態で

あり，その期間中に，現存する公営住宅ストックの大半が，建設された。 

現在，このプログラムは，地方公営住宅局（Local Public Housing Authority, PHA）が所有・管理するユニ

ットを通じて，約100万の低所得世帯に手頃な価格の住宅を提供している。ニューヨーク市での入居申請

は，地方住宅局に相当するニューヨーク市・住宅局（New York City Housing Authority, NYCHA）で受け付け

ている13)。 

第二段階は，1960 年代から 1980 年代にかけてである。この時期，連邦政府は「民間所有支援住宅」の

提供に重点を置き，地方公営住宅局（PHA）ではなく，営利及び非営利の住宅開発者と直接契約を締結し

てきた。一般的に，その契約は住宅開発者に最大 30年の家賃制限を課すと同時に，補助金を保証するもの

であった。 

現在，このプログラムは，民間所有（非営利組織含む）の賃貸住宅に住む120万の低所得世帯に，支援

を提供している。ニューヨーク市での入居申請は，各自で各アパートの管理事務所にアクセスする必要が

あるが，ニューヨーク州とニューヨーク市が管理する補助賃貸プログラムも，いくつかある14)。 

 
10) HUD（2019, pp.75-76）を参考にしている。 
11) 後にみるように，主要な制度として，このほかに低所得者向け賃貸住宅の開発者等に対する税額控除（LIHTC）プログラムや，HOME投資

パートナーシッププログラム等がある。 
12) Bratt（1997, pp.8-9），Kingsley（2017, pp.7-9）。 
13) HUD（n.d.）。 
14) HUD（n.d.）。ニューヨーク市の補助住宅の抽選の多くは，www.nyc.gov/housingconnectのウェブサイトを通じて入手できるが，ニューヨーク

市・住宅保全開発局（HPD），ニューヨーク市・住宅開発公社（HDC），ニューヨーク州・住宅金融公社（HFA）は，全て，別々の申請を必要と

する開発を行っているため，上記の全てのサイトをチェックする必要がある。 
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第三段階は，1980 年代から大幅に拡大した「住宅バウチャー」である。バウチャー制度は，1970 年代

（セクション8の有資格証書として）に始まり，1980年代から大幅に拡大した，唯一のもので，州の代理

機関と各地方公営住宅局（PHA）を通じて管理されている。 

現在，住宅選択バウチャーで，民間（非営利組織含む）の賃貸住宅に住む230万の低所得世帯の家賃支

払いを，補完している15)。ニューヨーク市でのバウチャー申請は，ニューヨーク市・住宅局（NYCHA）で

受け付けており，バウチャーが使用可能な住居リストも提供している16)。 

以上の3つの連邦支援を受けた賃貸住宅の中で，「民間所有支援住宅」と「住宅バウチャー」に関連する領

域において，非営利組織が果たしている役割は意外なほどに大きい。「合計して，非営利組織は，低中所得家

計向けに約150万戸を生産し，連邦補助を受けた住宅の約3分の１に責任を持っている17)」からである。 

（2）連邦住宅予算の動向と非営利組織の利用 

非営利組織は，1980 年代の連邦予算削減と 1990 年代以降の市場論理の強まりの影響を受け，積極的な

活動をみせるようになっていった18)。 

注目すべきは，レーガン共和党政権下で 1986 年に始まった低所得者向け賃貸住宅の開発者等に対する

税額控除（Low-Income Housing Tax Credit：LIHTC）と，ブッシュ共和党政権下で 1990年に新設されたHOME

投資パートナーシッププログラム（HOME Investment Partnership program：Home）である。それぞれの措置

の中に，住宅プログラムの一定水準を，非営利組織に配分する規定を盛り込んでいるからである19)。 

1980年代のレーガン共和党政権は，低所得層向け賃貸住宅の新規建設（住宅供給サイド）に対する連邦

補助プログラムを全て停止し，居住者（住宅需要サイド）への家賃補助プログラムを重視するアプローチ

を採用した20)。そのような中で，従来の低所得層向け賃貸住宅の新規建設（住宅供給サイド）への連邦支

援は，財政支出（連邦補助プログラム）ではなく，低所得者向け賃貸住宅の開発者等に対する税額控除

（LIHTC）という租税優遇措置（租税支出プログラム）が中心になっていった21)。 

低所得者向け賃貸住宅の開発者等に対する税額控除（LIHTC）は，低所得者向けの賃貸住宅を建設・改

修する民間開発事業者（非営利組織含む）やそのための資金提供を行う投資家に，10年間の税額控除によ

る減税措置を認めたものである22)。10年間の税額控除によって，住宅の資本費用を補助する恩典を与える

一方で，低所得層の入居者に手頃な価格の家賃を提供することを，民間営利企業や非営利組織に要求して

いる23)。 

 
15) 収入の30％は，家賃ベースラインであり，家族はより多くを支払うことで，これらポータブル補助金を使用しつつ，自分の好みの住宅をみ

つけられる（HUD, 2019, pp.75-76）。 
16) HUD（n.d.）。 
17) Schwartz（2015, p.294）。 
18) Boris and Steuerle（ed）（1999, Chapter 5）。 
19) Schwartz（2015, p.293）。「非営利セクターの重要性は，いくつかの主要な住宅プログラムによる要求規定の中に反映されている。州と地方政

府が，住宅プログラム資金の最低水準を，非営利セクターに配分するというものだ」。 
20) Urban Institute（1994=1996，訳書148-149頁）。 
21) 岡田（2016，80頁）。そもそもは，1986年税制改革法で縮減された賃貸住宅減価償却の代替として，1989年までの時限的な制度として導入

された。度重なる延長の末，アフォーダブル住宅を供給するための重要な政策の一つとして，1993年統合予算調整法によって恒久化している。 
22) 税額控除の総額は，連邦政府の補助を受けない賃貸住宅の場合は新規建設・大規模修繕費用の70％，連邦補助を受けた賃貸住宅の場合は新

規建設・大規模修繕費用の30％などのように算定される。 
23) そのスキームは，内国歳入庁が，住宅ニーズに基づいて州政府が立案した計画をもとに，州機関（住宅局）に税額控除の毎年の権限を付与

する。その後，州機関（住宅局）が，民間開発業者（非営利組織含む）に対して，税額控除の配分を行う。その際，各州機関は少なくとも低所

得者向け賃貸住宅の開発者等に対する税額控除（LIHTC）の 10％を，非営利組織による住宅開発に割当てなければならない。制度の実態，評

価については，岡田（2016，80-88，113-117，191-202 頁）を参照。また，2000 年以降の低所得者向け賃貸住宅の開発者等に対する税額控除に

よる住宅竣工戸数の推移をみると（岡田，2016，表2-1），民間開発業者の23％-30％を非営利組織が占めている。 
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この一連の政策は，住宅建設（住宅供給サイド）の責任を，州政府や地方政府，さらには民間の営利企

業や非営利組織に移転するものであった24)。特に問題は，住宅供給サイドから住宅需要サイド（家賃補助）

を重視する方向に転換したはずの連邦政府が，そのプログラムに十分な資金を投入する余裕がないと主張

していた点にある25)。 

ブッシュ共和党政権下で 1990 年に新設された HOME 投資パートナーシッププログラム（HOME）は，

1980 年代の連邦政府による住宅予算の削減と住宅供給の停止が，住環境を悪化させたとの反省に基づいて

いる26)。この連邦政府による一括補助金プログラムは，低所得者向け賃貸住宅の場合には，非営利組織27)

や民間営利企業等に建設補助の恩典を与える一方で，低所得層の入居者に手頃な価格の家賃を提供するこ

とを，非営利組織や民間営利企業等に要求している28)。 

この政策は，プログラム実施のための決定権を州・地方政府に移管することで，州・地方政府間の水平

的競争を促しつつ，非営利組織や民間の営利企業等とのパートナーシップによって，低所得層向け住宅の

供給を行おうとする試みである29)。しかしそのための資金は，従来から住宅ニーズに比べると少ないと指

摘されている30)。 

そもそも連邦政府が低所得層向け住宅供給から撤退しようした際に，なぜ非営利組織にも委任しようと

したのか31)。それが，保守派とリベラル派の妥協点でもあったからである32)。 

低所得者向け賃貸住宅の供給については，伝統的に2つの立場が対立していた。一つは，連邦政府の低

所得層向け住宅予算をエンタイトルメント化し，そのことを通じてアフォーダブル住宅を安定的に確保す

べきという，リベラル派による「大きな政府」の主張である。もう一つは，非効率的な連邦政府の住宅政

策への関与を縮小し，州・地方政府に権限を委譲することで競争を促すべきとする，保守派による「小さ

な政府」の主張である。 

連邦政府の賃貸住宅供給責任の非営利組織等への委任は，寄付金控除や低所得者向け賃貸住宅の開発者

等に対する税額控除（LIHTC）といった大規模な租税支出（租税優遇措置）によって「小さな政府」を実

現しながら非営利組織間等の競争を促すことができるとの保守派の立場からの主張や，保守派による「大

きな政府」に対する批判を回避しながら，低所得層向け賃貸住宅の供給を維持する道を確保できるとのリ

ベラル派の立場からの主張を，反映していた。 

言い換えれば，政府による住宅政策の非営利セクターへの責任の委任は，保守派の「小さな政府」への

要求と，リベラル派の「大きな政府」によってアフォーダブル住宅（手頃な住宅）の供給を増加させる要

求とを，同時に満たそうとするものであったとも言える。 

 
24) Schwartz（2015, pp.300-301）。「1980年以来，住宅政策における多くの革新が起きたのは，州・地方政府のレベルであり，しばしば非営利組織

と連携したものである」としている。 
25) Urban Institute（1994=1996，訳書150頁）。 
26) 岡田（2016，70頁）。 
27) 正確には，住宅法の定義に基づく非営利組織であるコミュニティ住宅開発組織（Community Housing Development Organization：CHDO）。内国

歳入法による501条(c)項(3)号の非営利組織でも，CHDO適格にならない組織も存在する。詳細は岡田（2016，123-124頁）を参照。 
28) そのスキームは，低所得者向け住宅の供給のために，連邦政府が，一括補助金の40％を州に割当て，60％を大都市部の市と都市部のカウン

ティに割当てる。そして，州・地方政府の主導の下で，非営利組織や民間営利企業との連携によって賃貸住宅の供給を行う。その際，州・地方

紙府が，連邦政府から受け取った包括補助金のうち，最低 15％を，非営利組織のために確保しておかなければならないというものである

（Schwartz，2015, p.293）。 
29) 岡田（2016，71-72頁）。 
30) Schwartz（2015, p.275）。 
31) O’Regan and Quigery（2000, p.300）は，その理由として，非営利組織が①利益獲得を目的としないため，営利企業が避けるような支援の難し

い貧困層を積極的に引き受けようとすること，②コミュニティに精通しているため，地方分権や権限移譲に寄与すること，③社会的外部性や物

理的外部性への配慮や住民によるコントロールが可能であること等を挙げている。 
32) Salamon（1995, Chapter 14）。1980年代の財政面からの保守派とリベラル派の対立については渋谷（1992）を，歴史的変遷については渋谷（2005），

山崎（2005）等を参照されたい。 
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（3）公共サービスの外延への広がりと非営利組織への統制 

非営利組織への委任は，非営利組織が「コミュニティ（インフォーマル・セクター）」と共通利害に立ち，

「政府（国家）」や「市場（民間営利企業）」と相対し，これらの仲介部門としての役割を果たしているこ

とにも関連している33)。アメリカにおいて非営利組織への委任は，住宅サービス分野に限らず，他の分野

にもみられる傾向であるが34)，そのアメリカ的な特徴は，非営利組織の政府と市場とのかかわりを示すフ

ローやストックの構成内訳や規模等にも現れている。 

①公的資金と民間資金のブレンド：「政府の関与」 

アメリカの非営利組織である公共慈善団体（Public Charity）全体でみた収入構成比の内訳（2013年）は，

「民間源泉からの料金（47.5％）」，「政府源泉からの料金（24.5％）」，続いて「民間寄付金（13.3％）」，「政

府補助金（8.0％）」であり，民間から60.8％，政府から32.5％の資金を調達している。しかし，収入の多く

を料金に依存している病院と高等教育組織を除くと，その順序と割合が，「政府源泉からの料金（38.6％）」，

「民間寄付金（24.3％）」，「民間源泉からの料金（15.5％）」，「政府補助金（14.1.％）」に変化し，民間から

39.8％，政府から52.7％と逆転する35)。 

これらの傾向は，非営利組織を分析する際に，政府部門からの影響と民間部門からの影響とを，車の両

輪にすべきことを示唆している36)。特に，政府部門からの影響については，隠れた政府支出とされる租税

支出の存在を考慮に入れると，より一層，明確になる。民間資金である「民間寄付金」それ自体も，実は

租税支出を通じて政府部門とリンクしているからである37)。 

アメリカでは内国歳入庁（Internal Revenue Service）により，501条（c）項（3）号（以下，501（c）（3））

の公共慈善団体（Public Charity）とされる非営利組織の事業収入は，税務上非課税であり，非営利組織への

寄付金の拠出者には，寄付金控除が認められる38)。例えば，住宅サービスを提供している非営利組織に対

して，個人の寄付者が1000の寄付金拠出を行った場合，非営利組織への実質的な拠出額は，寄付者が800，

政府が200である39)。寄付者が拠出した 1000は，200の減税という形で，政府から寄付者に寄付額の一部

が戻されるからである。このことは，寄付者の拠出1000のうち，減税された分の200は，政府から非営利

組織に財政的支援200を行っていることを意味する。これが，「政府財政の規模（対GDP比）では「小さ

な政府」であるものの，政府が減税（租税支出あるいは租税優遇措置）を通じて，事業者による福祉的サ

ービスを誘導する活動が，隠れている」とする「隠れた福祉国家」の議論でもある。そのような形で議論

されるのは，アメリカでは租税支出の規模が相対的に大きいからである40)。 

本稿で「隠れた福祉国家」を意識する理由の一つは，非営利組織への寄付金控除の規模も 2.2％（対GDP

比：2008年）と日本0.11％（同：2007年）やイギリス0.80％（同：2007年）に比して極めて高く41)，さら

には低所得者向け賃貸住宅の開発者等に対する税額控除（LIHTC）等も増加しており，このような租税支

 
33) Pestoff（1998，p.45）。 
34) アメリカの福祉サービスの民間化については，木下（2007）及びその参考文献を参照されたい。 
35) McKeever and Dietz et al.（2016, pp.166-167）。 
36) Salamon（1995, Chapter 4）でも「非営利組織の全体においても，個々の活動分野の大部分においても，民間寄付を主要な母体収入とした過去

と比べて，政府が重要な収入源として台頭した」としている。 
37) McKeever and Dietz et al.（2016）では「民間寄付金（Private contributions）」と「政府補助金（Government grants）」とをまとめて「公共からの支

援（Public Support）」と分類している。 
38) 近年のアメリカのNPOの概要や税制・会計の概要については，塚谷（2012），黒木（2015），金子（2017）を参照。 
39) 課税所得がある所得税の限界税率が20％の寄付者を想定している。 
40) 関口（2015，31-32頁及び表1-2）を参照。 
41) 内閣府NPOホームページ（年度不明）。アメリカは個人寄付が81.9％を占める。関口（2015，表終－1）にあるように，連邦個人所得税での

寄付金控除の受益は高所得層に集中している傾向がある。アメリカでは所得税や遺産税の税率引き下げが個人の寄付金拠出額を減少させるか

否かが，常に論争となる。この点に関して，増井（2003），Boris and Steuerle（ed）（1999, Chapter 5）等を参照されたい。 
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出等を用いた隠れた公的資金と民間資金とのブレンドが，アメリカで低所得層向け賃貸住宅サービスを提

供している非営利組織の一つの特徴でもあるからである42)。 

このような低所得層向け賃貸住宅サービスを提供している非営利組織に対する，公的資金と民間資金の

ブレンドの特徴は，租税支出等のフロー面に限られるものではなく，ストック面にも表れている。本稿で

取り上げる連邦政府の低所得層向け賃貸住宅供給の非営利組織等への委任では，政府部門から住宅資産を

切り離し，それを非営利組織に移転している。その一方で，非営利組織の債務には政府部門の関与がみら

れる。一般的にアメリカにおける州・地方政府本体の州・地方債による資金調達では，そのほとんどを市

場公募債によって証券市場から資金を調達していることに特徴があり43)，地方政府が公共企業体（公営企

業）を通じて公共サービスを提供する場合も，レベニュー債等の形で主に証券市場から資金を調達してい

る44)。しかし，公共部門の外延で非営利組織が低所得層向け賃貸住宅を提供する場合，非営利組織が単独

で証券市場から資金を調達するというよりも，多くは公共部門等が証券市場等から調達した資金を非営利

組織が低い金利で融資を受ける等の形で，政府等の与信を受けており，その種類にも多様性がある45)。 

②政府からの監督と政府への報告：政府資金の提供との関連 

政府部門の非営利組織への影響は，政府から非営利組織への監督と，非営利組織から政府への報告とい

う関係にも表れている。 

まず，連邦政府からの補助金が 50 万ドルを超える非営利組織には，連邦行政管理予算局（OMB）通達

A133により，監査基準及びOMB監査ルールに従った，独立監査人による財務諸表の監査（連邦コンプラ

イアンス監査）が要求される46)。さらに，州又は地方政府の公的規制により，独立監査人による財務諸表

監査が要求される場合がある。例えば，次節で取り上げるニューヨーク州では，収入25万ドル超の非営利

組織には年次監査が，10万ドル超 25万ドル以下の非営利組織にはレビューが要求されている47)。 

このような形で，非営利組織に対して政府による監督が行われ，政府への報告を求められるのは，政府

部門が納税者の資金や租税支出という隠れた公的資金を用いて非営利組織に資金を提供しており，納税者

に対する説明責任が求められるからである。 

しかし，アメリカの非営利組織が，公衆に対して情報開示義務があるのは，個別の「税務申告書（Form990

等）」であり（Section 6104），「財務書類（連結財務諸表や結合財務諸表含む）」ではない。独立監査人の監

査は，FASB ASC 958（アメリカ財務会計基準審議会による会計基準コード化体系（Accounting Standards 

Codification）の産業別基準（Industry Topic）958。以下，非営利組織会計基準）に基づいて作成される「財

務書類」に対して行われるが，営利企業にみられるような連邦レベルの開示義務－具体的には証券取引委

員会（SEC）登録による監査済財務諸表の提出と EDGAR システムによる公開－はなく，任意開示となっ

 
42) 財政支出（補助金）の場合には，事前統制として政府の契約段階での審査，議会での承認等で関与し，会計検査院の検査・報告等を通じて議

会統制を行う等のサイクルがある。しかし，租税支出は財政支出の場合と異なり，支援する非営利組織やその金額を，政府・議会ではなく寄付

者が決定し，政府・議会はその決定を自動的に追認する形となる。そこで，政府・議会は事前統制として非営利組織の認定と免税，寄付金認定

等で関与し，事後統制として租税支出報告（寄付金控除や非営利組織への免税措置等が税収額に与える影響）を行っている。そうすることで，

予算循環の中でも，重層的なガバナンスの仕組みを構築している。 
43) 関口編（2016，350-351頁）。アメリカの州・地方政府の本体では州・地方債のほぼ100％を市場公募債として発行しているが，その資金調達

手法は，日本，イギリス，ドイツ，フランス，スウェーデンの州・地方債に比して，むしろ特殊である。 
44) 例えば，ニューヨークの公共交通に関して取り上げた関口編（2016）第1章及びその参考文献を参照されたい。 
45) 岡田（2016，105-106頁）では，サンフランシスコ・ベイエリアの4つのコミュニティ・開発プロジェクトを事例にした資金調達の特徴とし

て，全てのプロジェクトが州・地方政府による市場金利以下の融資を受けていること，州レベニュー債（連邦所得税免税債）と4％LIHTC（低

所得者向け賃貸住宅の開発者等に対する新規建設・大規模修繕費用等の約4％の税額控除）は同時に利用できること，9％LIHTCは州レベニュ

ー債と同時に利用できないこと，を指摘している。 
46) Scot（2010, pp.235-236）。 
47) Scot（2010, pp.235-236）。 
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ている48)。そのため，非営利組織会計基準（FASB ASC 958）に基づく「財務書類」は，世論（Public opinion）

からの要求に基づいて開示したり，自主的にWEBで開示しているのが現状である49)。 

 

3. 非営利組織によるニューヨーク市での住宅支援 

前節までは，アメリカの低所得層向け賃貸住宅について，「隠れた福祉国家」や「委任された福祉国家」

の議論の視点から，政府間財政関係の外延化，公共部門の外延化と非営利組織の位置づけに着目しながら，

「民間所有支援住宅」の割合が高くなる歴史的・制度的な背景を明らかにしてきた。 

本節では，「隠れた福祉国家」の視点を意識しながら，低所得層向け賃貸住宅を供給している非営利組織

そのものに焦点を当て，フローとストックの両面からその実態を把握する。 

（1）低所得層向け賃貸住宅を供給する非営利組織 

住宅サービスを提供する非営利組織は，それ自体の内部で多様性があるが，主に①地域開発法人

（Community Development Corporation），②大都市・広域（region）非営利組織，③ホームレスやその他の特

定ニーズの人々を対象に，支援住宅（Supportive housing）を供給する非営利組織の3つがあるとされる50)。 

本稿の分析視角に近い形で，アメリカの非営利組織の住宅サービス供給，しかも低所得層向け賃貸住宅

に焦点を当てて検討している近年の有力な先行研究は，主に①②の類型を取り上げている51)。その一方で，

③のような非営利組織間の連携をも視野に入れ，しかも，そこに政府の影響力を加味して非営利組織の住

宅サービスの分析を行うものは，管見の限り，極めて少ない52)。その理由は，従来の非営利組織の分析で

は個別の「税務申告書（Form990）」に基づいて行う手法が多く，住宅サービスを提供する非営利組織とそ

の他のサービスを提供している非営利組織間の連携を包括的に捉える手段に乏しいことに起因しているも

のと思われる。つまり，従来のように非営利組織の個別の税務申告書を用いた分析による限り，③の検証

は，それほど容易ではない53)。そこで本稿では，当該問題を加味しつつ，個別組織の「税務申告書」と組

織グループの「財務書類」の両者を用いた事例研究をすることを通じて，③を取り扱うことにする。 

①事例にする非営利組織の選択 

非営利組織の個別の税務申告書データを基礎にした，全国慈善統計センター（NCCS：National Center for 

Charitable Statistics）による2017年度のコア・データを基に，以下のようにして対象とする非営利組織を選

定した。 

まず，2017 年度の 501（c）（3）の非営利組織（公的慈善団体と私的財団）での登録組織 458,978 から，

運営公共慈善団体（Operating Public Charity）を選択（サンプル数 390,827）。次に，住宅サービスと他のサ

ービスを連携して提供している非営利組織を選定するために，免税団体全国分類（NTEE：National Taxonomy 

of Exempt Entities）のうち，「福祉団体（Human Service Organizations）」を選択（サンプル数 15,110）。さら

に，活動不良ではない非営利組織を選定すべく，純資産が 0以上を選択（サンプル数14,424）。続いて，多

くの賃貸住宅を有し，連邦政府，州政府，地方政府，非営利組織といった重層的な政府間関係が把握でき

 
48) Sigel（2010, p.830, p.834）。アメリカの非営利組織の財務諸表の監査義務や開示（公表）義務は，主として，財団の規約や寄付者との契約等に

よる個別のものである（日本公認会計士協会，2013，70頁）。 
49) 「税務申告書（Form990）」のPart ⅢやPart Ⅻにおいて，非営利組織の財務諸表の作成方法や開示方法に関する記載を要求している。 
50) Schwartz（2015, p.294）。非営利組織ネットワークを構成する多様な主体について，邦語では平山（1993，253-268頁）を参照。 
51) 例えば岡田（2016，第4章）は，カリフォルニア州のベイエリアにおける小規模，中規模，大規模の3つの低所得層向け非営利組織を取り

上げ，その実態を把握している。 
52) Freeman, Mohan et al.（2020）のように，メディケイドや食糧支援を行う非営利組織との連携の必要性を指摘するものは数多い。 
53) 事実，Schwartz（2015, p.300）も「③の支援住宅を供給する非営利組織の住宅は，しばしば住宅サービスではない他のタイプの組織により提

供され，「福祉（human services）」の装いで供給される」としている。 
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る非営利組織と地域を選定すべく，全米最大都市であり，民間賃貸住宅のウェイトが著しく高く，民間住

宅の家賃の大部分が公的に規制されているニューヨーク市54)を選択（サンプル数190）。最後に当該サンプ

ルの中から，経常的な活動資金の車の両輪である「政府補助金」と「民間寄付金」の合計金額の規模が大

きく，かつ，開示が義務化されていない非営利組織会計基準（FASB ASC 958）に基づいて作成された「財

務書類」を入手できる非営利組織を選択した。 

その結果，サンプルの中でニューヨーク市の中で最も「政府補助金」と「民間寄付金」の合計金額の規

模が大きい，「ボーウェイ居住者委員会（Bowery Residents Committee, Inc，以下，BRC）」が事例対象組織と

して抽出された。BRCはアメリカの非営利組織の中でも規模の大きな組織である55)。 

②ニューヨーク市の非営利組織BRCの概要56)：住宅，健康，就労 

BRCは1971年に設立し，「住宅プログラム」と「非居住者向けプログラム」を提供する，ニューヨーク

市の有力プロバイダーである。その歴史も古く，1973 年に内国歳入庁（Internal Revenue Service）により，

501（c）（3）の公共慈善団体（Public Charity）として承認され，約半世紀の間，非営利組織として活動して

きた57)。BRCは，自身の年間パフォーマンスについて，【表2】のように示している58)。年間約 8,500人の

プログラムの参加者のうち，毎年，60％近くがプログラムを卒業しており，1 つ以上のプログラムに配置

されてから6ヶ月後に，90％が住宅を保有し，60％が雇用を維持しているという。 

 

【表2】非営利組織BRCグループの年間パフォーマンス 

 

 

BRC 自身は，このような活動状況を，「住宅の困窮や絶望感を抱えた人々が，健康を回復し，住宅を確

保し，職業を得て，独立させるという，BRCの連続体としての運営が機能していることを示している」と

して，肯定的に評価している59)。またBRCの活動に関する外部評価としては，アメリカにおける非営利法

人組織の主要な評価サイトであるガイドスター（Guidestar）では最高位のプラチナ評価，チャリティー・

ウォッチ（CharityWatch）ではA評価を獲得している。 

 

 
54) 横田（2008，188頁）。 
55) 2015年度のコア・データによれば，大規模な非営利組織（1組織での費用額「1,000万ドル以上」）は，非営利組織の全費用額の87.7％を占

めるが，全組織数の5.3％を占めるに過ぎない（全費用額の平均値は4,413,222ドル，中央値は110,010ドル。なお，2017年のコア・データでは

全費用額の平均値は4,880,957ドル，中央値は116,760ドル）。BRC本体の費用額は7,130万ドル（2015年）であるから，アメリカの中で大規模

な非営利組織の区分（「1,000万ドル以上」）に属している。O’Neill, Michael（2002）も，アメリカでは非営利組織全体の4％の団体が，非営利部

門全体の費用額の約80％を占め，資産額も全体の4分の3の資産を保有している傾向にあるとしている。 
56) この箇所はBRC（n.d.b）や税務申告書，財務書類を要約して作成している。 
57) BRCはニューヨーク市と連携してサービスを提供しており，ニューヨーク市のウェブページから，BRCの概要やウェブページ等が把握でき

るようになっている（NYC Service（n.d.））。 
58) 残念ながら，BRCのプログラム参加者の属性（年齢，性別，人種構成等）は，明らかではない。 
59) BRC（n.d.b）。 

(単位：人）

2019 2018

BRCプログラムの参加者数 8,491 8,656

道路・地下鉄・トランジット施設でのアウトリーチ者数 4,090 4,064

BRCプログラムの修了者数 5,203 5,386

労働への再参加者数 479 392

安定した住宅への移動者数 936 1,006

BRCの活動へのボランティア参加者数 2,185 2,019
（資料）Bowery Residents Committee, Inc（n.d.b）より作成。
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（2）非営利組織BRCグループの結合財務書類の分析 

BRC本体の「税務申告書（Form990）」と，BRC 本体と複数の非営利組織等の集合体であるその関係組

織（Affliated60) Organization）を含む非営利組織 BRC グループの「結合財務書類（Combined Financial 

Statements）61)」を用いて，BRC グループの活動を把握してみよう。非営利組織BRC グループの「結合財

務書類」は，非営利組織会計基準（FASB ASC 958）に準拠した財務書類である62)。両者には，重複項目も

あるが，それぞれにしか記載のない項目もあり，そうすることで複眼的な分析が可能になるからである。 

 

【表3】非営利組織BRCグループの結合活動計算書（機能別） 

 

 

まず，【表3】でBRCグループの「結合活動計算書（Combined Statement of Activities）」の収益項目をみた

場合，非営利組織の経常的な運営資金は，「政府及びその他補助金収入」，「メディケイド収入」，「寄付金収

入」，「家賃収入」等で賄われていることがわかる。 

 
60) FASB ASC glossaryにおいて，関係（affiliate）とは「1つ以上の手段を介して直接的又は間接的に，①組織体（Entity）を管理している当事者，

②組織体に管理されている当事者，又は③組織体と共通支配下にある当事者である」と定義している（FASB（n.d.c））。 
61) 結合財務書類については，FASB（n.d.a）のFASB ASC 810-10-55-1BやFASB ASC 810-10-45-10等を参照されたい。 
62) BRCでは，税務申告書に加えて，非営利組織会計基準（FASB ASC 958）に準拠した財務書類も作成している（会計基準の詳細はFASB（n.d.b）

を参照）。また，BRCの財務書類には補足情報として「結合貸借対照表一覧（Combining Schedule of Financial Position）」と「結合活動一覧（Combining 

Schedule of Activities）」も添付している。BRCの独立監査人は，この補足情報は結合財務書類で要求された構成要素ではないが，これに対して

も監査対象とした旨，そして適正意見である旨を表明している。なお，2016年8月，FASBは，純資産の部の表示方式の変更等を含む「非営利

組織の財務諸表の開示」等に関するAccounting Standards Update 2016-14（ASU 2016-14）を，公表している。BRCは，このASU 2016-14の強制

適用は2017年12月15日以降開始年度からであるため，2018年度（2017年7月1日－2018年6月30日終了）の結合財務諸表において当該規

定を適用していない，としている（Note 3）。 

(単位：ドル）

BRC結合 BRC結合

非拘束 一時拘束 2018 2017

収益 85,957,701 2,355,763 88,313,464 78,876,005

政府及びその他補助金収入 67,665,109                           - 67,665,109 62,405,090

メディケイド収入 6,132,981 - 6,132,981 6,044,625

プログラムサービス料金収入 3,353,008 - 3,353,008 3,736,400

家賃収入 3,490,674 - 3,490,674 3,091,715

寄付金収入 1,156,356 3,482,512 4,638,868 2,415,802

開発料金収収入 1,279,823 - 1,279,823 -

その他の収入 1,319,916 - 1,319,916 484,901

拘束が解除された純資産 1,126,749 (1,126,749) - -

特別事象前の収益合計 85,524,616 2,355,763 87,880,379 78,178,533

特別事象収益 648,479 - 648,479 959,010

控除: 寄付者に対する直接給付費用 (215,394) - (215,394) (261,538)

特別事象からの純収益 433,085 - 433,085 697,472

費用 83,126,644 - 83,126,644 77,440,809

ゲートウェイサービス 20,682,034 - 20,682,034 19,672,071

ホームレスサービス 29,359,738 - 29,359,738 25,171,702

住宅サービス 9,802,145 - 9,802,145 9,561,994

治療サービス 12,754,329 - 12,754,329 12,664,950

プログラムサービス費用合計 72,598,246 - 72,598,246 67,070,717

経営管理費 6,903,986 - 6,903,986 7,031,167

資金調達費 722,840 - 722,840 348,293

サポートサービス費用合計 7,626,826 - 7,626,826 7,379,460

関係組織の費用 2,901,572 - 2,901,572 2,990,632

純資産の変動 2,831,057 2,355,763 5,186,820 1,435,196

期首純資産 7,646,843 908,488 8,555,331 7,120,135

期末純資産 10,477,900 3,264,251 13,742,151 8,555,331

（資料）Bowery Residents’ Committee, Inc. and Affiliated Organizations（2019）

6月30日終了年度
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第一に，収入の75％を占めるのは「政府及びその他補助金収入」67.6百万ドル（2018年）である。BRC

は当該補助金が「提案による要求を通じて調達され，所定の報告と契約更新プロセスを通じて維持され」

ており，「非常に効果的で透明性のあるプロセスを創出している63)」としている。また，BRC はこの補助

金を通して「連邦，ニューヨーク州，ニューヨーク市の多様な規制対象となっている64)」とするが，残念

ながら補助金67.6百万ドルの連邦・州・市の内訳等は「結合活動計算書」からは明らかではない。 

しかし，BRC 単体の税務申告書の記載事項から，「政府及びその他補助金収入」67.6 百万ドルのうち，

少なくとも50万ドルを超える額を「連邦補助金」として受け入れていることがわかる65)。BRC単体の「税

務申告書」において，「連邦行政管理予算局（OMB）通達A133により，監査基準及びOMB監査ルールに

従った独立監査人による財務諸表の監査を受けている66)」としているからである。連邦政府は，50万ドル

を超える「連邦補助金」を受け入れる非営利組織に対して，監査基準及びOMB監査ルールに従った，独立

監査人による財務諸表の監査（連邦コンプライアンス監査）を要求しているのは，先に指摘したとおりであ

る67)。 

第二に，「寄付金収入」の規模は 4 百万ドル（2018 年），収益合計が 88 百万ドルであるから，その割合

からみると，それほど大きくない。しかし，BRC はこの 10 年間の寄付金獲得の成果を強調している68)。

というのは，「民間寄付金を利用するのは，重要なプログラムを革新するための資金を調達するため69)」で

あり，その必要性が高いと捉えているからである。 

第三に，「メディケイド収入」や「家賃収入」は，BRCグループの主たるサービスに対する対価である。

メディケイド収入は低所得層向けの公的医療扶助70)に伴う入金額であり，家賃収入は住宅支援等に伴う入

金額である。これらの収入は，BRC が，「健康を回復し，住宅を確保し，職業を得て，独立させる」とい

う形で，連続体として運営されていることに符合している。 

一方，費用項目は，非営利組織では 2つの開示区分に特徴がある。第一に，組織の資金調達に要する費

用を示す「資本調達費（fundraising）」は，収入の75％を政府補助金収入が占めていること，寄付金収入の

割合の低さを反映してか，相対的に小さい。 

第二に，プログラム遂行のための費用を示す「プログラムサービス費用合計」の内訳では，本稿で対象

にしている「住宅サービス」が 9.8百万ドル（2018年）と，4つのプログラムの中で4番目の規模である。

それを金額の一番大きい「ホームレスサービス」29.3百万ドルと単純に比べると，わずか 3分の1程度し

かないようにみえる。 

 

  

 
63) BRC（n.d.c）。 
64) BRC（n.d.c）。 
65) ホームレスに対する連邦支援については，Schwartz（2015，pp.319-324）を参照。また，「メディケイドが支払い可能な事象」と「複雑な健康

状態を持ち，住宅を保持し，高価な医療サービスの回避が必要な人々」との間のギャップを埋める連邦補助金としては，コミュニティメンタル

ヘルス一括補助金，コミュニティサービス一括補助金，エイズ患者住宅機会プログラム（HOPWA），コミュニティ開発一括補助金等を挙げる

ことができる（Bailey，2020，p.11）。 
66) BRC（2019a，Part Ⅻ 3a）。 
67) さらに，ニューヨーク州では，収入25万ドル超の非営利組織には年次監査を，10万ドル超25万ドル以下の非営利組織にはレビューを要求

している。BRC は，このような連邦・ニューヨーク州政府の規定に従い，結合財務書類に対する独立監査人の監査を受け，適正意見の表明を

受けている。 
68) BRC（n.d.c）。 
69) 「そのプログラムは，セーフヘイブン，ホライズンズ労働力開発，ホームストレッチハウジング，薬物依存危機センタープログラムなどで，

それらは，ニューヨーク市や私たちの領域で，ホームレスに対処する方法を変えているものだ。」としている（BRC（n.d.c））。 
70) ニューヨーク州やニューヨーク市のメディケイドについては，櫻井（2012）の第3章，第4章を参照。 
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【表4】非営利組織BRCグループの結合貸借対照表（6月30日時点） 

 

 

ところが，住宅サービスに関連すると推定できるストックについて，【表4】の「結合貸借対照表」を用

いて確認すると，資産項目では，「固定資産71)」が資産合計の約 78.5％もの規模を占め，負債項目では，「長

期借入金」が負債合計の 66.3％を占めている。一般的に，このような形で固定資産の割合が高いのであれ

ば，減価償却費の増加を通じて，プログラムサービス費用の「住宅サービス」に配賦される割合も高くな

ることが予測される。にもかかわらず，「住宅サービス」の割合がそれほど高くないのはなぜか。 

この点を意識して，もう少し丁寧に前掲【表 3】の「結合活動計算書」を確認すると，「プログラムサー

ビス費用合計」の金額が，BRC本体に関するものであり，関係組織に関連する費用が含まれていないこと

がわかる。関係組織で発生した費用は，「結合活動計算書」での「プログラムサービス費用合計」の 4行下

の項目で，「関係組織の費用（Affiliated organizations’ expenses）」として，一括して表示されているからであ

る72)。 

 
71) 2016年2月，FASBはリース会計（Topic 842）に関するASU 2014-15を公表している。この規定は非公開企業（non-public business entities）に

対しては，2019年12月15日以降開始年度に強制適用される。この点に関しBRCは，本稿で取り上げる2018年度（2017年7月1日－2018年

6月30日終了）の結合財務諸表において，その適用が保留されていることの影響を現在評価している，としている（Note 3）。つまり，オペレ

ーティング・リースによる資産・負債は計上されていない。 
72) この点に関し，確かに注記3において【表3】の「関係組織の費用」2,901,572ドルのうち，「プログラムサービス費用」2,611,415ドル，「サ

ポートサービス費用（経営管理費）」290,157ドルという形で，組替表示している。しかし「プログラムサービス費用」と表示するのみで，どの

ようなプログラムの費用かは明らかではない。 

（単位：ドル）

2018 2017

流動資産計 24,292,705 13,074,027

現金及び現金同等物 5,829,765 5,667,910

有価証券 53,560 41,372

売掛金（貸倒引当金控除後） 15,548,887 5,250,745

未収寄付金 1,493,667 255,740

前払費用及びその他の資産 1,366,826 1,858,260

使途拘束資産 2,760,080 3,136,303

固定資産（減価償却累計額控除後） 98,984,051 82,966,361

資産合計 126,036,836 99,176,691

流動負債合計 27,552,534 32,293,001

買掛金及び未払費用 7,136,939 7,050,109

未払報酬及び関連諸税 2,230,451 2,488,883

未払利息 2,674,914 2,363,580

短期前受収益 10,085,492 4,671,090

信用枠に基づく借入 5,000,000 3,000,000

短期借入金 424,738 12,719,339

長期前受家賃 6,455,055 7,421,680

長期前受収益 3,806,028 4,001,209

長期借入金 74,481,068 46,905,470

負債合計 112,294,685 90,621,360

非拘束純資産 5,990,915 2,683,263

一時拘束純資産 3,264,251 908,488

被支配持分 4,486,985 4,963,580

純資産 13,742,151 8,555,331

負債及び純資産合計 126,036,836 99,176,691

（資料）Bowery Residents’ Committee, Inc. and Affiliated Organizations（2019）
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（3）組替によるBRC本体と関係組織 

①結合フローの組替によるBRC本体と関係組織 

「関係組織の費用」の「プログラムサービス費用」として埋め込まれた活動を把握するためには，「財務

書類」の情報と「税務申告書」の情報とを組み合わせて，BRC本体と複数の非営利組織等の集合体である

その関係組織とに区分して分析する必要がある。 

【表5】は，これまで確認してきた「結合活動計算書」に，「結合機能別費用計算書（Combined Statement 

of Functional Expenses）」の情報を加味して，BRC本体の活動と関係組織の活動が，フローの面からそれぞ

れ把握できるように，あえて組み替えたものである。 

 

【表5】組替後の非営利組織BRCグループの結合活動計算書（性質別） 

 

（単位：ドル）

BRC結合
6月30日終了年度 BRC本体 関係組織 相殺 2018

収益 85,919,912 2,637,133 (243,581) 88,313,464

政府およびその他補助金収入 67,598,442 66,667 67,665,109

メディケイド収入 6,132,981 -              6,132,981

プログラムサービス料金収入 3,353,008 -              3,353,008

家賃収入 1,419,015 2,134,059 (62,400) 3,490,674

寄付金収入 4,638,868 -              4,638,868

マネジメント料金収入 168,681 12,500 (181,181) 0

開発料金収入 1,279,823 -              1,279,823

その他の収入 896,009 423,907 1,319,916

特別事象前の収益合計 85,486,827 2,637,133 (243,581) 87,880,379

特別事象収益 648,479 -              648,479

控除: 寄付者に対する直接給付費用 -215,394 -              -215,394

特別事象からの純収益 433,085 -              433,085

費用 80,225,072 3,145,153 (243,581) 83,126,644

給与 37,482,396 633,267 38,115,663

従業員社会保障税及び付加給付 8,166,255 142,582 8,308,837

給与及び関連費用合計 45,648,651 775,849 46,424,500

一時サービス 2,711,596 18,015 2,729,611

財産税・上下水道税 574,110 54,255 628,365

家賃 14,889,068 12,319 (62,400) 14,838,987

水道光熱費 1,410,158 85,317 1,495,475

通信費 276,789 9,051 285,840

印刷・郵便費 27,083 79 27,162

保険料 1,001,999 173,331 1,175,330

報酬 1,676,836 37,700 1,714,536

スタッフ訓練及び募集費 222,294 5,009 227,303

会費 - - 0

事務費 759,063 7,992 767,055

消耗品費 1,343,387 22,594 1,365,981

器具備品費 82,083 4,040 86,123

保守・修繕費 1,926,619 103,426 2,030,045

旅費 144,996 455 145,451

顧客関連費用 4,598,885 2,738 4,601,623

支払利息 174,239 465,142 639,381

貸倒引当金繰入額 1,170,517 - 1,170,517

資産管理費 1,400 63,703 65,103

支払マネジメント料金 - 28,624 (28,624) 0

その他 360,331 262,048 (152,557) 469,822

減価償却費前の費用合計 79,000,104 2,131,687 (243,581) 80,888,210

減価償却費 1,224,968 1,013,466 2,238,434

純資産の変動 5,694,840 -508,020 5,186,820

期首純資産 7,855,935 952,365 (252,969) 8,555,331

期末純資産 13,550,775 444,345 (252,969) 13,742,151
（資料）Bowery Residents’ Committee, Inc. and Affiliated Organizations（2019）を組み替えて作成。
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まず，収益項目では，「政府及びその他補助金収入」と「寄付金収入」の大半，さらには，「メディケイ

ド収入」「プログラムサービス料金収入」が，BRC 本体のものとなっている。これに対して，関係組織の

収入は，「政府及びその他補助金収入」が若干あるものの，大半は「家賃収入」であり，「寄付金収入」「メ

ディケイド収入」「プログラムサービス料金収入」がない。関係組織の収益項目に「プログラムサービス料

金収入」が計上されていないことは，前掲【表3】の「プログラムサービス費用」がBRC本体の費用であ

ることと整合的である。別の言い方をすれば，関係組織の「プログラムサービス費用」の内容を確認する

ためには，ここに示された関係組織の性質別の費用区分を，関係組織の活動に基づいて機能別に組み替え

ればよいことが，改めて確認できる。 

一方，費用項目では，「給与」「従業員社会保障税及び付加給付」「賃料」「顧客関連費用」の大半は，BRC

本体に計上されている。これに対して，関係組織の費用で特徴的なものはなく，関係組織内での大きな費

用項目を挙げれば，「減価償却費」となる。 

以上で確認できることは，BRC 本体では，「給与」「従業員社会保障税及び付加給付」「顧客関連費用」

の大きさにみられるように，労働集約的サービスを提供していること，それを収入面で確認すると，「政府

及びその他補助金収入」と「寄付金収入」「メディケイド収入」「プログラムサービス料金収入」によって

いることがわかる。言い換えれば，メディケイド（公的医療扶助）等の財源により，BRC本体で提供して

いるサービスが，規模の大きなものから順番に，「ホームレスサービス」，「ゲートウェイサービス」，「治療

サービス」，「住宅サービス」である。 

それに対して，関係組織について，少なくとも【表 5】のフローの分析からわかることは，①関係組織

の費用の総額では，関係組織の費用総額（3,145,153ドル。2018年）からBRC本体との相殺金額（243,581

ドル）を控除すると，前掲【表 3】の「関係組織の費用」の金額（2,901,572 ドル）に一致すること，②関

係組織の個別の費用では，「減価償却費」を中心にしており，対応する収入は「家賃収入」であること，で

ある。このことからも関係組織は「住宅サービス」を中心に提供していることが推察される。このような

関係組織の活動をより一層明確にするには，ストックの分析が必要不可欠になってくる。 
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②結合ストックの組替によるBRC本体と関係組織 

【表6】組替後の非営利組織BRCグループの結合貸借対照表（6月30日時点） 

 

 

【表6】は，これまで確認してきた「結合貸借対照表（Combined Statement of Financial Position）」に，補

足情報（Supplementary Information）である「結合貸借対照表一覧（Combining Schedule of Financial Position）」

を加味して，今度は，BRC本体の活動と関係組織の活動が，ストックの面からそれぞれ把握できるように，

あえて組み替えたものである。 

資産項目を確認すると，BRC 本体の「資産合計」44 百万ドル（2018 年）に対して，関係組織の「資産

合計」が82百万ドルと，2倍弱ある。言い換えれば，結合貸借対照表の資産合計の約 65％程度が，関係組

織に属している。中でも，結合貸借対照表の資産合計の約 78.5％を占める「固定資産」のうち，関係組織

の「固定資産」は約77.4％である。 

一方，負債項目も，同様の傾向を示すが，BRC 本体の「負債合計」30 百万ドルに対して，関係組織の

「負債合計」が82百万ドルと，3倍弱ある。言い換えれば，結合貸借対照表の負債合計の約 73％程度が，

関係組織に属している。中でも，結合貸借対照表の負債合計の約 66.3％を占める「長期借入金」のうち，

関係組織の「長期借入金」は約 98.9％である。 

以上で確認できることは，BRC本体の資産・負債は，関係組織と比べて小規模なものである。それに対

して，関係組織の資産・負債は，BRC 本体と比べて大規模なもので，「固定資産」と「借入金」の規模が

極めて大きい。後者に関し，「固定資産」と「借入金」対応関係を確認してみよう。 

【表7】は，注記事項の記載事項及びその記述内容から，BRC本体と関係組織の「固定資産」と「借入

金」の内訳を作成したものである。 

（単位：ドル）

BRC結合
BRC本体 関係組織 相殺 2018

流動資産合計 21,352,022 3,539,564 (701,153) 24,292,705

現金及び現金同等物 3,415,151 2,414,614 5,829,765

有価証券 53,560 -                 53,560

売掛金（貸倒引当金控除後） 15,376,998 873,042 (701,153) 15,548,887

未収寄付金 1,493,667 -                 1,493,667

前払費用及びその他の資産 1,012,646 354,180 1,366,826

使途拘束資産 636,081 2,123,999 2,760,080

出資金                                                100 500,200 (500,300) -

固定資産（減価償却累計額控除後） 22,283,659 76,700,392 0 98,984,051

資産合計 44,271,862 82,430,966 (1,201,453) 126,036,836

流動負債合計 23,491,353 5,009,665 (948,484) 27,552,534

買掛金及び未払費用 4,627,724 2,723,234 (214,769) 7,136,939

関係組織に対する債務 1,864,715 -1,832,153 (32,562) -

未払報酬及び関連諸税 2,230,451 -                 2,230,451

未払利息 50,113 2,624,801 2,674,914

短期前受収益 9,018,098 1,067,394 10,085,492

信用枠に基づく借入 5,000,000 -                 5,000,000

関連当事者からの借入 529,712 171,441 (701,153) -

短期借入金 170,540 254,198 424,738

長期前受家賃 6,455,055 -                 6,455,055

長期前受収益 -                 3,806,028 3,806,028

長期借入金 774,679 73,706,389 74,481,068

負債合計 30,721,087 82,522,082 (948,484) 112,294,685

非拘束純資産 10,286,524 -4,042,640 (252,969) 5,990,915

一時拘束純資産 3,264,251 -                 3,264,251

被支配持分 -                 4,486,985 4,486,985

純資産合計 13,550,775 444,345 (252,969) 13,742,151

負債及び純資産合計 44,271,862 82,966,427 (1,201,453) 126,036,836

（資料）Bowery Residents’ Committee, Inc. and Affiliated Organizations（2019）を組み替えて作成。
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【表7ｰ1】非営利組織BRCグループの固定資産 【表7ｰ2】非営利組織BRCグループの借入金の調達先一覧 

  

 

関係組織の「固定資産」の大半は，「建物附属設備」と「建設仮勘定」であることがわかる。また，金額

の大きい「建設仮勘定」の内容を確認すると，その大半が完成引き渡し後には「建物附属設備」に振り替

わることも確認できる。 

それ以上に注目すべきは，関係組織の「借入金」の資金調達先である。一見して，民間の金融機関から

調達はほとんどなく，ニューヨーク市，ニューヨーク市の住宅開発公社（New York City Housing Development 

Corporation：HDC），ニューヨーク州の住宅金融公社（New York State Housing Finance Agency：HFA）等の

公共部門からの調達が約73.8％を占めていることがわかる73)。特に，ニューヨーク市・住宅開発公社（HDC）

とニューヨーク州・住宅金融公社（HFA）はいずれも，証券市場等から資金を調達し，低所得者向け住宅

の建設・取得等のために資金を供給している政府機関である。 

この傾向は，公共部門の外延で非営利組織が低所得層向け賃貸住宅を提供する場合の多くは，公共部門

等が証券市場等から調達した資金を，非営利組織が低い金利で融資を受ける等の形で政府等の与信を受け

ており，その種類にも多様性がある，とする先の指摘とも整合的である。 

言い換えれば，公共部門の外延にある非営利組織の住宅資産・債務は，隠れた福祉国家によって埋め込

まれている側面と，非営利組織自身が自発的に埋め込んでいる側面の両者が交錯している。 

 

  

 
73) 非営利組織であるCommunity Preservation Corporation（CPC）からの資金調達も加えると，約98.6％になる。CPCは，1975年にチェース・マ

ンハッタン銀行会長であったロックフェラー（D. Rockefeller）の提唱により設立された非営利金融組織であり，24の商業銀行と貯蓄銀行のコン

ソーシアムとして，通常の条件では銀行融資を受けることができず，荒廃と放棄の危機にさらされていた賃貸住宅の家主に対する最後の貸し

手として，ニューヨーク市に生まれた最初のものである（横田，2008，199頁）。 

（単位：ドル）

2018年
BRC 関係組織 結合

Low-Income Investment Fund 865,219 -               865,219

Deutche Bank Americas Foundation 80,000 -               80,000

ニューヨーク市 -             5,563,264 5,563,264

ニューヨーク市・住宅保全開発局（HPD） -             12,925,771 12,925,771

ニューヨーク市・住宅開発公社（HDC） -             33,980,455 33,980,455

ニューヨーク州・住宅金融公社(HFA) -             1,400,000 1,400,000

ニューヨーク州・ホームレス住宅支援事業団 -             1,478,080 1,478,080

Community Preservation Corporation(CPC) -             18,535,001 18,535,001

Rebel Realty LLC -             10,000 10,000

315 Bowery Lender LLC -             21,000 21,000

317 Bowery Lender LLC -             21,000 21,000

Construction loan payable（借入先明示なし） -             26,016 26,016

借入金 945,219 73,960,587 74,905,806

うち短期借入金 170,540 254,198 424,738

うち長期借入金 774,679 73,706,389 74,481,068

借入先名

（資料）Bowery Residents’ Committee, Inc. and Affiliated Organizations（2019）のNote 10の

記述より作成。

(単位：ドル）

2018

BRC 関係組織 結合

土地 -                4,660,014 4,660,014

建物附属設備 26,344,469 48,360,468 74,704,937

リース附属資産 5,393,268 3,722,645 9,115,913

工具器具備品 3,498,184 652,895 4,151,079

車両運搬具 643,304 -                643,304

固定資産計（取得価額） 35,879,225 57,396,022 93,275,247

　　　　　控除：減価償却累計額 (13,595,566) (15,670,892) (29,266,458)

建設仮勘定（注） -                34,975,262 34,975,262

固定資産（減価償却累計額控除後） 22,283,659 76,700,392 98,984,051

（注）2018年6月30日時点で，建設仮勘定が建設完了するまでの推定コストは$ 3,005,542

ドルだった。建設仮勘定は，200床の雇用シェルターと136のアパートユニットを開発し

たもので，2018年11月に完成した（ランディングロードⅡ）。

（資料）Bowery Residents’ Committee, Inc. and Affiliated Organizations（2019）,Note 8。
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（4）関係組織の資産と負債，家賃収入 

①関係組織は「住宅サービス」組織 

複数の非営利組織等の集合体である関係組織の特徴をもう少し分析してみよう。【表 8】は，「税務申告

書」と「財務書類」の本表，補足情報，注記等の記述をクロスさせ，両者の不足分を補う形で作成したも

のである74)。そうすることで，これまで関係組織の「固定資産（77百万ドル）」「長期借入金（74百万ドル）」

や「家賃収入（2百万ドル）」として一括して捉えていたものを，個々の関係組織別に把握しようとしてい

る。 

 

【表8】非営利組織BRC本体の関連組織（Related Organization）の一覧 

 

 

まず，【表8】の個々の関係組織別に内訳を示した主なストックである「固定資産（77百万ドル）」と「長

期借入金（74百万ドル）」等の総額は，これまで確認してきた【表 6】や【表7】に合致し，主なフローの

「家賃収入（2百万ドル）」や「その他の収入（0.4百万ドル）」の総額は，これまで確認してきた【表 5】

に合致している75)。 

そのうえで個々の関係組織の活動を確認すると，一見して，複数の非営利組織等の集合体である関係組

織の主な活動が，「住宅」「不動産」を中心にしており，その大半が 501（c）（3）の免税組織であることが

わかる。さらに，個々の関係組織でもストックでは「固定資産」と「長期借入金」が対応し，フローの収

益では「家賃収入」を中心にしていることも確認できる76)。このことは，個々の関係組織レベルで住宅を

所有し，それを賃貸することを主たる収入にする「住宅サービス」を提供していることを示している77)。 

以上のように個々の関係組織の活動を確認してみると，前掲【表 3】の「結合活動計算書」で一括表示

されている「関係組織の費用」の活動の内容が，やはり「住宅サービス」であることを再認識できる。 

 
74) ところどころ，財務書類の記述と税務申告書の記載内容に不一致があるが，注で補足している。また，財務書類とは異なり，税務申告書で

は「関連組織（Related Organization）」としている。IRS（n.d.）は，「関連組織とは，親/子会社の関係，兄弟姉妹関係，VEBAのスポンサー組織

又は雇用主のスポンサー組織，又は支援している／支援されている組織関係である」と説明している。 
75) 関係組織全体としては，0.5百万ドルの損失である（前出【表5】）。 
76) 「家賃収入」に対応する費用項目として，組織別に「減価償却費」が把握できれば良いが，個々の関係組織別に開示されていない。そこで，

2018年度の関係組織ベースの総額で比較すると，「家賃収入（2百万ドル）」に対し（【表8】及び前出【表5】），「減価償却費（1百万ドル）」に

なっている（前出【表5】）。 
77) BRC（2019b）でも，「私たちの「恒久的な住宅」プログラムは，BRCセーフヘイブン，「シェルター」，「過渡的な住宅」プログラムの卒業生

のための重要なリソースであり，多くの場合，住宅のための適切な次のステップとして機能します。」としている。 

（単位：ドル）

固定資産 長期借入金 短期借入金 家賃収入 その他の収入

住宅 BRC 501(C)(3)の免税組織 1,305,422 2,276,588 - 391,441 5,700

330 East HDFC 住宅 BRC 501(C)(3)の免税組織 1,242,909 2,339,292 - - 5,700

Fulton St HDFC 住宅 BRC 501(C)(3)の免税組織 526,308 - - 45,000 7,329

Palace Renaissance 住宅 BRC 501(C)(2)の免税組織 902,984 2,904,573 2,000 195,180 27,752

139-141 Ave D HDFC 住宅 BRC 501(C)(3)*の免税組織 426,404 369,399 - 369,191 118,131

West 25th St HDFC 住宅 BRC 501(C)(3)*の免税組織 - - - - -

BRC Landing Road I HDFC 住宅 BRC 501(C)(3)*の免税組織 19,120,739 18,282,803 252,198 308,333 612

BRC Aids Services ヘルスケア BRC 501(C)(3)*の免税組織 580,638 - - - -

Pitt St GP 住宅 BRCではない** C法人 - - - - -

139-141 Ave D LP 不動産 BRCではない** パートナーシップ 2,142,004 4,202,370 - - 4,866

139-141 Ave D GP 住宅 BRCではない** C法人 (12,400) - - - -

902 Liberty Ave LP 不動産 BRCではない** パートナーシップ 12,539,075 7,872,829 - 672,417 3,381

902 Liberty Ave HDFC 住宅 BRCではない** C法人 - - - - 26,583

902 Liberty Ave GP 住宅 BRCではない** C法人 - - - - -

BRC Landing Road II LP    不動産 BRCではない** パートナーシップ 37,926,309 35,458,535 - 152,497 223,853

*結合財務書類の注記による。BRCの税務申告書では501(C)(4)となっている。　　　　合計76,700,392 73,706,389 254,198 2,134,059 423,907
**BRCの税務申告書の記載箇所が空欄であることより判定。

（資料）Bowery Residents Committee, Inc（2019c）及びBowery Residents’ Committee, Inc. and Affiliated Organizations（2019）より作成。

主なストック（2018年） 主なフロー（2018年）

Pitt Street HDFC

名称 主な活動
直接コント
ロールして
いる組織名

租税法上の組織形態



アメリカ福祉国家財政における住宅政策 

 

－ 31 － 

 

②住宅開発基金法人（HDFC） 

実は，この一覧表で特に着目すべきは，501（c）（3）の免税となっている組織の名称にHDFCの略称が

多い点である。これは住宅開発基金法人（Housing Development Fund Corporation）組合の略称である。 

住宅開発基金法人は，低所得者向け住宅を提供する目的で，ニューヨーク州の民間住宅金融法（Private 

Housing Finance Law）Article XI及び事業法人法（Business Corporation Law）に基づいて形成される事業体で

ある78)。ニューヨーク市での監督機関は，住宅保全開発局（HPD）であり，ニューヨーク州では，住宅コ

ミュニティ再生部（DHCR）や司法省である79)。 

ニューヨーク市で多くの住宅開発基金法人組合80)が創設されたのは，1970 年代から 1980 年代である。

その背景は，この時代に低所得賃貸住宅の家主が，近隣の荒廃，テナント（賃借人）の低所得化，財産税

の増大，維持管理費の上昇などにより，住宅の所有を放棄したことにある81)。ニューヨーク市は，これら

の放棄住宅について，売却と賃貸のための一定の基準を定めたうえで，財産税の減免措置を与え，再利用

を図ろうとした。その一定の基準とは何か。ここでは非営利組織を所有者とする住宅開発基金法人が，こ

れらの放棄住宅の所有者となり，住宅開発基金法人の持分を低所得者が出資者として購入するケースにつ

いて述べてみたい82)。 

第一に，居住者（出資者）について，世帯収入が地域の所得中央値の 165％を超えない人や家族に制限

している83)。こうすることで，低所得者やその家族に住宅を提供することを義務付けている。 

第二に，出資持分の売却時に関する制限であり，大きく2つのものがある。一つは，売却先の制限であ

る。持分を売却する際には，その購入者が「世帯収入が地域の所得中央値の 165％を超えない人や家族」

である必要がある84)。これは，居住者の制限に符合している。 

もう一つは，売却益に関する制約である。出資者（居住者）が持分を売却する場合，その売却益を，売

却した出資者とHDFC組合（又はニューヨーク市）に，分割する必要がある。後者のHDFC組合に分割す

る分を，通称「フィリップ税」と呼んでいる85)。 

持分を売却する場合，通常，売却益の30％程度をHDFC組合に分割するが，HDFC組合は，その収入を

HDFC 組合の保有資産の修繕に利用する。既存の出資者（居住者）の維持費を増やすことなく，主要な資

本改善に投資できるように，組合の建物の資本を生み出す方法である。 

以上のような制限を通じて，ニューヨーク市は，低所得層の入居者が，長期かつ安定的に居住できるよ

うにすることで，低所得者の居住の権利を保障しようとしている86)。このような住宅を提供する組織（こ

こではBRCが所有する住宅開発基金法人）には，その制限に従う対価として，501（c）（3）の連邦税の免

 
78) State of New York, Department of Law（2015, p.1）。 
79) State of New York, Department of Law（2015, p.1）。 
80) ニューヨーク市・住宅保全開発局（HPD）は，住宅開発基金法人（HDFC）組合について，ニューヨーク市の手頃な価格の住宅の重要な基礎

構造（骨組み）の一角を占め，民間住宅金融法のArticle XIに基づいて，アパートの売却と賃貸のための一定の基準と引き換えに，ニューヨー

ク市・財産税の減免措置を受けられるとしている（NYC，HPD（n.d.））。 
81) 平山（1993，359-364頁）。横田（2007，282頁）は，「過去20年間のニューヨーク市の住宅開発は，主として不動産税の滞納によって市政府

が接収し管理する住宅と土地の再利用に依存してきた」としている。 
82) 正確には，まず，低所得者が，非営利組織等が所有する住宅開発基金法人の持分を購入することで法人の出資者となり，住宅居住権を取得

する（不動産自体の所有者は，非営利組織等）。次に法人と出資者（低所得者）とで「所有者賃借（proprietary lease）」契約を締結し，出資者（低

所得者）が建物内のテナントとなり，入居後は出資者が住宅使用料を支払う。つまり，居住者である出資者（低所得者）は，住宅基金法人の間

接的な所有者であり，伝統的なテナントではない。そのため，出資者は，ニューヨーク市の家賃規制法の下での法定テナントでない。出資者

（テナント）と住宅開発基金法人との関係は，ニューヨーク州・住宅金融法に基づく所有者賃借の条件と，出資者の利益のために事業を行う法

人を規制するニューヨーク州・ビジネス法に基づくことになる（PropertyClub（n.d.）及び平山（1993，356頁））。 
83) NYC，HPD（2019, p.1）。 
84) NYC，HPD（2019, p.1）。 
85) NYC，HPD（2019, p.2）。 
86) 居住者が予期せず転居する必要がある場合に，柔軟性が失われる等の問題は生じる。 
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税とは別に，ニューヨーク市の財産税（不動産税）の減免措置を与えている。言い換えれば，ニューヨー

ク市による住宅開発基金法人制度は，住宅を商品として市場で売買等をするのを抑制し，住宅の「脱商品

化」を促す制度でもある87)。 

③連邦の住宅予算削減の非営利組織への影響  

本節の最後に，連邦政府の予算制約が，BRCの活動に影響を与えた事例として，先に示した【表8】の

一番下にあるBRC Landing Road II, L.P（BRC Landing L.P）をとりあげたい88)。ここで特に注目するのは，

この施設を建設するに至る背景とその考え方である。 

BRC Landing L.Pは，「恒久的な手頃な価格の住宅」に「伝統的なホームレス向けシェルター」を共同配

置する，複合施設方式である。働く貧困層に低所得者向け住宅（135戸）を提供するべく，2015年9月に建

設を開始し，本稿で取り上げた財務書類の決算期末（2018年6月末）の時点では，建設中のものである89)。 

この複合施設の建設は，連邦政府で 2013 年に生じた強制歳出削減（Sequestration）以来，連邦セクショ

ン 8 の賃貸補助金が削減され，低所得層向け住宅の提供が危ぶまれたことに端を発している90)。この影響

を受け，ニューヨーク市内でも「重度の住宅問題」を抱える人々や，ホームレスの人々が増加したからで

ある。ニューヨーク市は，このような状況から生じる一時住宅（temporary housing）やシェルターのニーズ

に対応し，場所を確保する法的義務がある。 

そこで，民間の開発者から施設をリース（賃借）することによって，急速にシェルターを開設していた。

BRCも，ニューヨーク市がニーズを満たすことを支援するために，民間開発業者から賃貸して，より多く

のシェルターを開設して困窮者に提供していた91)。 

しかし，ニューヨーク市やBRCからみると，仲介する民間開発業者は営利企業であることから，利益分

が割高である92)。そこで，BRC は，「仲介者との契約をやめ，ニューヨーク市のシェルターのニーズと住

宅危機を解決する方法があるか」を考えたという93)。 

そのための手法が，「恒久的な手頃な価格の住宅」に「伝統的なホームレス向けシェルター」を共同配置

する，複合施設方式であった。 

BRCのCEOであるマジー・ローゼンブラット（Muzzy Rosenblatt）は，このモデルを「シェルターに関

して民間開発業者が得ていた利益を BRC が獲得し，それを低所得者向け住宅に再投資することで，連邦

政府により削減されたセクション 8の家賃補助喪失分をカバーするもの」と捉え，こうすることで，「ニュ

ーヨーク市にとっても，シェルター制度の規模を縮小でき，誰もが住むべきでない，腐敗して安全さを欠

く危険施設を閉鎖できる」と述べている94)。 

この方式は，「BRCが民間開発業者から賃貸して，それを低所得者に転貸する」のではなく，「BRCが住

宅を共同開発し，自身でそれを低所得者に賃貸する」ことで，低所得の居住者の住居の権利を保障する方

式である。これは，非営利組織BRCが，住宅を「商品」として提供する開発業者から賃貸して，それを低

 
87) さらにニューヨーク市は，連邦政府による低所得者向け賃貸住宅の開発者等に対する税額控除（LIHTC）の適用を受けた非営利組織に対し，

財産税の減免措置を与えている。制度の概要については，NYC（2018, p.111）を参照。 
88) 139-141 Avenue D L.P.（Glass Factory，L.P.）も，セグリゲーション（居住地分離）解消を意図したプロジェクトであり，低所得者向け賃貸住

宅の開発者等に対する税額控除（LIHTC）の資格を連邦政府から得ており，ニューヨーク市の財産税減免も受けている点で興味深いが，紙面の

制約から取り上げない。 
89) Bowery Residents’ Committee, Inc. and Affiliated Organizations（2019，Notes. 1）。 
90) BRC（n.d.a）。 
91) BRC（n.d.a）。 
92) 同様の指摘は，Bratt（1997, p.8）。 
93) BRC（n.d.a）。 
94) BRC（n.d.a）。 
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所得の居住者に転貸する方法をやめて，非営利組織自身で住宅を供給することで「脱商品化」し，低所得

の居住者の住居の権利を保障しようとしている姿として捉えることもできる。 

しかも，その住宅供給のための資金調達先の中心は，いわゆる民間金融機関ではない。2018年度末の借

入金残高を確認すると，借入先の約 95％がニューヨーク市・住宅開発公社（HDC），約 5％がニューヨー

ク州・ホームレス住宅支援事業団と，その残高全てが，公共部門が証券市場等から調達した資金を非営利

組織が低い金利で融資を受ける等の形で，政府の与信を受けて形成されたものである95)。ここでも，公共

部門の外延にある非営利組織の住宅資産・債務が，隠れた福祉国家によって埋め込まれている側面と非営

利組織自身が自発的に埋め込んでいる側面の両者を表現している。 

 

4. むすびにかえて 

アメリカの公的賃貸住宅の特徴は，「公営住宅」の比率が低く，「民間所有支援住宅」の比率が高い点に

ある。本稿では，このような特徴を有するアメリカの公的賃貸住宅の制度的・歴史的背景やその実態につ

いて，①「隠れた福祉国家」の議論を踏まえた政府間財政関係の外延化，②公共部門の外延化と非営利組

織の位置づけ，そして，③ストックの所有や資金調達先の関係に着目し，以下の点を明らかにしてきた。 

（1）連邦政府と非営利組織：フローとストック 

第一に，アメリカの住宅政策を政府間財政関係から捉えると，連邦政府・州政府・地方政府それぞれが

関与しており，「公営住宅」を所有するのは地方政府である。1980年代以降，連邦政府は「公営住宅」を所

有するアプローチから，低所得層向け民間賃貸住宅を支援する「民間所有支援住宅」アプローチへと，そ

の政策を変化させた。その政策転換の背景には，連邦政府の住宅政策に対する予算制約等がある。 

第二に，政府部門による委託を受けた低所得層向け賃貸住宅戸数（「民間所有支援住宅」）の 3分の1を，

非営利組織が受託している。政府による住宅政策の非営利セクターへの責任の委任は，保守派の「小さな

政府」への要求と，リベラル派の「大きな政府」によってアフォーダブル住宅（手頃な住宅）の供給を増

加させる要求とを，同時に満たそうとするものであった96)。 

第三に，連邦政府による低所得層向け賃貸住宅政策は，フローとストックの両面で「隠れた福祉国家」

の非営利組織への埋め込みとして捉えることができる側面がある。 

まず，連邦政府の非営利組織等への委任をフロー面からみると，その運営資金は民間寄付金に加えて政

府補助金等の影響が増大してきた。特に，租税優遇措置を隠れた公的資金（租税支出）と捉える「隠れた

福祉国家」の視点からみれば，民間寄付金への租税優遇措置は公的資金が非営利組織に供給されている（埋

め込まれている）と言えるものであり，その規模の大きさは，アメリカの特徴でもある。 

また，ストック面からみると，政府部門から住宅資産を切り離し，それを非営利組織等に移転している。

その一方で非営利組織の住宅債務は，非営利組織が単独で証券市場から調達するというよりも，多くは公

共部門等が証券市場等から調達した資金を非営利組織が低い金利で融資を受ける等の形で，政府等の与信

のもとで調達している。 

 
95) 岡田（2016，207頁）は，非営利開発法人の（住宅）開発資金について，「多様な資金構成となっているが，①その中には，直接的な建設補

助金は含まれていないこと，②ほぼすべてが租税優遇措置や低利融資などの間接補助であることである」としている。 
96) 非営利組織等への委任によっても，住宅政策に関する保守派とリベラル派の議論は継続している。例えば，オバマ政権期の2009年アメリカ

再生・再投資法では，機能不全に陥っていた租税支出プログラムを補助金化（財政支出化）するプログラムを始動させた。この点に関し，岡田

（2016，173-174頁）等を参照。 
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言い換えれば，低所得層向け賃貸住宅を供給している非営利組織の住宅資産・債務は，非営利組織が自

発的に自身に埋め込んでいる側面のみならず，連邦政府によって埋め込まれている側面がある。 

（2）ニューヨーク州・市と非営利組織：フローとストック 

低所得層向け賃貸住宅（「民間所有支援住宅」）は，連邦政府のみならず，ニューヨーク州やニューヨー

ク市レベルでも，非営利組織のフローとストックの両面で，深くかかわっている。 

第一に，ニューヨーク州は住宅開発基金制度を創設し，ニューヨーク市は住宅開発基金制度を利用した

組織への財産税の減免や，連邦政府による低所得者向け賃貸住宅の開発者等に対する税額控除（LIHTC）

を利用している非営利組織への財産税の減免等の措置を提供しており，非営利組織が低所得層向け住宅と

して住宅資産を「脱商品化」できる制度を用意している。 

第二に，ニューヨーク州やニューヨーク市では，ニューヨーク州住宅金融公社（HFA）やニューヨーク

市住宅開発公社（HDC）等が，低所得層向け住宅を提供する非営利組織に金融的支援を行っている。歴史

的にニューヨークの非営利組織は，これらの与信制度や住宅開発基金制度を利用して，住宅資産を開発・

保有し，低所得層に賃貸してきた。言い換えれば，低所得層向け賃貸住宅を供給している非営利組織の住

宅資産・債務は，連邦政府のみならず，ニューヨーク州・地方政府によっても埋め込まれている側面があ

る。 

（3）非営利組織BRCグループ：連携とストック 

事例研究として，非営利組織BRC「本体」の「税務申告書」と非営利組織BRCグループの「財務書類」

との両者を組み合わせることで，以下のことが明らかになった。 

第一に，大規模非営利組織BRCグループの「本体」では，メディケイド等の社会サービスの提供を中心

にしており，複数の非営利組織の集合体であるBRCグループの「関係組織」では，低所得層に住居の提供

を行っていた。そして，可能な限り低所得層への「住居の提供」と「社会的サービスの提供」を，BRCグ

ループの内部で連携させようとしている97)。しかも，これらの運営資金（フロー）は，政府からの資金提

供の割合が高い。 

第二に，非営利組織BRCグループの住宅資産・住宅債務（ストック）にも，自身が自発的に埋め込んで

いる側面と，政府によって埋め込まれている側面がみられる。非営利組織BRCグループでは「本体」では

なく，複数の非営利組織の集合体である個々の「関係組織」に住宅資産・債務が埋め込まれている。 

第三に，BRC の個々の「関係組織」の多くは，ニューヨーク州法に基づく住宅開発基金法人（HDFC）

の形態をとっている。非営利組織BRCグループでは，営利民間開発業者（住宅を商品として提供）から賃

貸して，それを低所得層に転貸するのをやめ，自身が住宅を共同開発して，それを低所得層に賃貸するこ

とで，自身の提供する住宅を「脱商品化」する動きもみられる。 

本稿で明らかにしたのは，「隠れた福祉国家」による低所得層向け住宅政策の，フローとストックの両面

での非営利組織への埋め込みであり，国家による委託・受託を重ねた累積として，低所得者向け賃貸住宅

の資産・債務が，連邦政府，州政府，地方政府による「公営住宅」としてでなく，「民間所有支援住宅」と

して非営利組織に埋め込まれている姿である。非営利組織BRCグループでは，「民間所有支援住宅」とし

て低所得層向け賃貸住宅の供給に関与することで，住宅を「脱商品化」し，比率の低い「公営住宅」の代

替的機能を果たし，低所得層の居住の権利を保障しようとしている側面もみて取れる。 

 
97) しかし，住宅支援と社会サービスとの連携の難しさと解決法については，アメリカでも問題になっている。ニューヨーク市での現状につい

ては，Freeman, Mohan et al.（2020）を参照。 
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ただしこのような「隠れた福祉国家」による低所得層向け賃貸住宅サービスの非営利組織等への委託は，

連邦・州・地方政府の財源不足の中で行われており，現実には「重度な住宅問題」を抱えている人々のニ

ーズを十分に満たしきれていない状況にあること等には，留意する必要がある。現状では，連邦政府等か

らの支援がない「民間賃貸住宅」に住む低所得層等も生んでいるからである98)。 

最後に本稿の課題と限界を述べてみよう。一つは，アメリカの非営利組織の多様性や地域性への配慮で

ある。全米最大都市ニューヨークで，複数の非営利組織が連携して活動する BRC グループの実態は事実

であるが，BRCの分析で指摘した全ての事項が，アメリカ全体の非営利組織の傾向として普遍的であると

判断するのは早計である。もう一つは，非営利組織への支援経路に関する多様性や地域性への配慮である。

Schwartz（2015, p.293）が指摘するように，「非営利組織に対する定型的・包括的な支援制度は決して存在

していない。…それ以上に，非営利組織への支援制度は，地理的に同じではなく，市ごと，地域ごとに強

度と包括性が多様である99)」からである。さらには，アメリカの特徴をより一層明らかにするには，国際

比較の視点も必要である。これらの検証は，制度的・歴史的実証分析や計量的実証分析等，様々なアプロ

ーチによる研究蓄積を待たねばならない100)。 

  

 
98) これらの点についてはさしあたり，関口（2020）を参照されたい。 
99) Schwartz（2015, p.293）。 
100) 本稿では，政府の財源制約の中で，住宅の権利保障をいかなる形で確保しようとしているのかについて，その一側面を明らかにしたに過ぎ

ない。そもそもなぜアメリカでは住宅支援がエンタイトルメント化されないのか，また，委託・受託関係の連鎖に依拠する方式が，非常時のシ

ョックをどのように吸収できるのか等は定かではない。これらも含めて，今後検討すべき課題は多い。 
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